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（目　　的）
第1条		この規程は、社員の賃金に関する事項を定めたものである。

（賃金の支給方法）
第2条		賃金は、社員に対して通貨で直接その全額を支払う。ただし、本人の同意がある場合は、その指定する金融機関に振り込むものとする。

（賃金の計算期間、支給日）
第3条		賃金の計算期間は、1日より末日までとする。
2.	賃金の支給日は、翌月10日とする。ただし、支給日が金融機関の休業日にあたる場合はその前日に支給する。

（賃金の構成）
第4条		社員の賃金は、第Ⅰ型と第Ⅱ型の2形態とする。
・正社員　　　　　　　　　 　　　　 　－　第Ⅰ型
・無期雇用従業員（月給者）　　　　　　－　第Ⅰ型または第Ⅱ型（月給）
・無期雇用従業員（時給者）　 　　　　 －　第Ⅱ型（時給）
・無期雇用パートタイマー　　　 　　　 －　第Ⅱ型（時給）
・有期契約社員　　　　　　　　 　　　 －　第Ⅰ型または第Ⅱ型（月給）
・パートタイマー、アルバイト　　 　　 －　第Ⅱ型（時給）
・嘱託社員　　　　　　　　　　　　 　 －　第Ⅱ型（時給または月給）

【第Ⅰ型】
2.	第Ⅰ型の賃金は半期年俸制とし、その構成は、以下の通りとする。
半期年俸額　　　　　　基本年俸　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
決算賞与（会社業績による）　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.	月例給与の構成は、以下の通りとする。
月例給与　　　　　　　基本月額　　　　　　半期年俸額/６（年俸月額）　
調整給
　　　　　　　　　　　　その他月例給与　　　　超過労働手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 通勤手当

　　4.	年俸月額の内訳は以下の通りとする。
年俸月額　　　　　　 基本部分（基本給）　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　 時間外労働割増（45時間分）
　　　　　　　　　　　　　　　
· 時短勤務者については、時間外労働割増に含まれる残業時間数は、時短割合による。

【第Ⅱ型】
賃金　　　　　　月例給与　　　　 基本給（月給又は時給）
　　　　　　　　　　　　　　　　　調整給
　　　　　　　　　　　　　　　　  通勤手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　超過労働手当
　　　　　　　　　　　　　　　　　
第Ⅰ型
（年俸額の決定）
[bookmark: _Hlk508756185]第5条　　　半期年俸額は、採用時及び毎年4月1日（5月10日支給分より改定）と10月1日（11月10日支給分より改定）に次の事項を総合的に判断した人事評価により決定する。
1 担当する職務の内容
2 職務遂行能力
3 会社での役割
4 会社への貢献度
5 会社の期待度

（半期年俸の支払い）
第6条　　　年俸制における賃金は、原則として第5条に定める半期年俸額を6分割した額（年俸月額）と調整給及びその他月例支給分の合計とし、毎月10日に支払う。

（算定基礎額）
第7条　　勤務1時間あたりの算定基礎額は、次の通りとする。
		（基本部分＋調整給）／1ヶ月平均所定労働時間

（時間外労働割増）
第8条　　年俸月額のうち、下記の計算によって算出した金額を、1ヵ月の時間外労働割増賃金相当額とし、金額及び時間数を雇用契約書などで明示する。
	　正社員（フルタイム）　・・・　算定基礎額×1.25×45時間
正社員（時短勤務）　　・・・　算定基礎額×1.25×時短割合に応じた時間数

（決算賞与）
第9条 　会社業績に応じて、3月に決算賞与を支給する場合がある。

第Ⅱ型
（基本給）
第10条　  基本給は、本人の年齢・技能・経験・職能を重視して決定する。

（賃金改定）
第11条　  無期雇用従業員の賃金の改定（昇給・降給）は原則として毎年4月1日に行う（5月10日支給分より改定）。ただし、会社業績の著しい低下その他やむをえない事由がある場合には、賃金改定の時期を変更し、または賃金改定を行わないことがある。
2. 賃金改定は、会社の業績及び社員の勤務成績価等を考慮して各人ごとに決定する。
3. 有期雇用従業員は契約更新時に新たな賃金額を決定し提示する。

（算定基礎額）
第12条　　勤務1時間あたりの算定基礎額は、次の通りとする。
月給者　　（基本給＋調整給）／1ヶ月平均所定労働時間
　　　　　  時給者　　　時給額

[bookmark: _Hlk508754925]第Ⅰ型、第Ⅱ型共通
（賃金からの控除項目）
第13条		会社は、次に掲げるものを社員の毎月の賃金または決算賞与から控除する。
1 源泉徴収税
2 住民税
3 健康保険、厚生年金保険及び介護保険の保険料の被保険者負担分
4 雇用保険の保険料の被保険者負担分
5 その他労使協定で定めるもの

（調整給）
第14条		調整給は、優れた職務知識や技能があることを見込んで特別に上乗せして支給する場合と会社内の給与バランスを保つためなど特殊な事情を勘案して支給する場合がある。前者の場合、入社後１年以内の期限を決めて支給することとするが、もしも職場において高い技術レベルを発揮できていると会社が判断したときは、その後も支給し続けることがある。後者の場合、調整給を支給する特殊事情がある限りは支給し続ける。

（通勤手当）
第15条		通勤手当を支給する場合には、通勤手当は、交通機関による最短距離による実費を支給する。上限額は1ヶ月あたり3万円とする。
2. 自宅から1キロメートル以上ある最寄駅まで一般的交通機関がなく，最寄駅までバスを利用する場合は，バス交通費を実費支給する。ただし上限額は前項と合わせて1ヶ月あたり3万円とする。
3. 社員が通勤経路を変更するときは速やかに会社に届出なければならない。
4. 前項の届出を怠ったとき又は不正の届出により通勤手当を受給したときはその返還を求める。また、就業規則の規定に基づき、懲戒処分を行なうことがある。

（超過労働手当）
[bookmark: _Hlk508756946]第16条　　超過労働手当は、次の算式により計算して支給する。但し、第Ⅰ型で時間外労働割増相当額が支給される者には、次の計算式で算出された金額が時間外労働割増相当額を超える場合のみ支給する。
　　　　　 ・時間外労働割増賃金（所定労働時間を超えて労働させた場合）
　　　　算定基礎額×時間外労働時間数×1.25
・深夜労働割増賃金（午後10時から午前5時までの間に労働させた場合）
　　　　算定基礎額×深夜労働時間数×0.25
　　　　　 ・法定休日労働割増賃金（法定休日に労働させた場合）
　　　　算定基礎額×法定休日労働時間数×1.35
2.	業務の都合その他やむを得ない事情により通常の始業時刻前または終業時刻後に勤務に服した場合でも、就業規則に定める所定労働時間を超えない限り前項に定める割増賃金は支給しない。
3.	割増賃金は労働基準法第41条に定められた管理監督者に該当する者には支給しない。

（欠勤・遅刻・早退等の取扱い）
第17条		欠勤、遅刻、早退及び私用外出の時間については、算定基礎額に欠勤、遅刻、早退及び私用外出の合計時間数を乗じた額を本来支給されるべき賃金額から差し引くものとする。なお、時給者についてはその時間分の賃金は支払わない。
2.	前項の規定にかかわらず、一賃金計算期間の全てにわたって欠勤をした場合には、給与を支給しない。

（中途入退社等の賃金の支給の特例）
第18条		賃金の計算期間中において、月給者の途中入社あるいは退社・解雇があった場合は、本人の当該賃金月における在籍日数を当該賃金月における暦日数で除したものに月決め賃金（第Ⅰ型は基本月額、第Ⅱ型は基本給＋調整給）を乗じた額を支給する。
2.	前項の規定は、賃金月の途中で休職した者または復職した者についても同様とする。この場合「在籍日数」を「休職期間以外の日数」と読み替える。

（休暇等における賃金の取扱い）
第19条		年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。
2.	産前産後の休業期間、母性健康管理のための休暇、育児・介護休業法に基づく育児休業及び介護休業の期間、育児時間、生理日の休暇の期間は無給とする。
3.	慶弔休暇、特別休暇、その他休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常の賃金を支給する。
4.	休職期間中は、賃金を支給しない。
5. 休職期間中及び介護休業中の社会保険料（健康保険・厚生年金保険・介護保険）は、会社で立て替えるものとし、毎月精算の上、会社に支払うものとする。

（退職金）
第20条		退職金は支給しないものとする。
[bookmark: _GoBack]（付　　則）

第1条 本規程は、平成　　年　　月　　日から施行する。


